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序章 
研究の背景と目的  
本論文は、日本において外国人の社会統合のための政策スローガンとして現在広範に用
いられるようになっている「多文化共生」という概念に内在する問題性を指摘し、ハイブ
リディティという観点からオルタナティブとしての多文化共生を再構築するための視点を
提示することを目的とする。 
現在、日本社会には263万人（2018年6月の時点）を超える外国籍者が暮らしており1、そ
の中には、ニューカマーと呼ばれる1980年代後半以降に来日した人々の子ども世代も数多
く存在するようになっている。日本生まれで両親のうち少なくとも一人が外国出身である
者、外国生まれであるが幼い頃に親に連れられて来日し日本社会で育った者を本論文では
「第二世代」と呼ぶ。彼/彼女らは日本で育ちつつも日本以外の社会ともつながりを持ち、
多言語を操る場合も多いという点で、多くの可能性に溢れた存在でもある。 
しかしながら、日本社会における外国人の社会統合のための理念として普及している「多
文化共生」という概念は、本質主義的文化観のうえに成り立っており、多様な背景を持つ第
二世代の存在を前提としていない。先行研究では、多文化共生は「日本人」と「日本語が分
からず日本の文化・慣習に不慣れなニューカマー外国人」という明確な区分が前提となって
おり、移民を国民として受け入れるのではなく、「外国人」として「同質性が高い日本社会」
に編入していくという想定があることが指摘されてきた（柏崎 2010: 238-9）。多文化共生
は、ニューカマー外国人だけに視点を向け、「単一民族国家」の神話が批判・解体された後
の新たな言説として、「同質的な日本社会」へ「言語や文化・慣習の異なる外国人」が編入
していく、という言説として社会の多くの人に内面化、共有され、自明のものとなっていっ
たのである（戴 2003: 43-4; 柏崎 2010: 246）。このような「日本人」と「外国人」という
本質主義的かつ二項対立的な区分を内包した多文化共生は、日本生まれや日本育ちで日本
語を話す第二世代の存在を不可視化し、本来の目的や理念とは逆の方向性を持つものとし
て働きうるのではないだろうか。これが本論文を貫く問題意識である。 
多文化共生言説の持つ本質主義的文化観を脱構築するためには、そもそも文化とは本来
的に異種混淆的（ハイブリッド）なものだという認識のもと社会構築主義的文化観に立つこ
とで文化本質主義から脱却し、発展と変化のための交流を持つことが重要であるとされる
（関根 2000: 203-8）。ハイブリディティは、異種混沌化がもたらすアイデンティティの二
                         
1 法務省入国管理局、2018、「在留外国人統計（旧登録外国人統計）統計表、国籍・地域
別 在留資格（在留目的）別 在留外国人」、e-Stat 政府統計の総合窓口ホームページ、
（ 2019 年 2 月 8 日取得、https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00250012&tstat=000001018034&cycle=1
&year=20180&month=12040606&tclass1=000001060399）. 
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重性、境界性、中間性を重んじ、排他的なナショナリズムや本質主義、民族主義等への対抗
概念として、集団内部の多様性や文化の境界線の流動性に視点を向けさせ、本質主義的文化
観を揺るがし、切り崩す可能性を持つものとして、多くの研究者に着目されてきた（岩渕 
2016: 71）。塩原良和は、移民第二世代を「親から受け継いだ文化と自分が生まれ育つ文化
のはざまで、さらに深くハイブリッド化された自己と日常を生きる」という意味で「本質的
にハイブリッドな存在2」と表現した（塩原 2012: 54-5）。日本から外国に渡った人々の子
孫（＝日系人）であり、外国で世代を経て異なる文化を身に付けた後に日本へ戻ってきた
人 （々＝在日日系人）が、日本で定住する中で生まれた子どもである在日日系人第二世代は、
まさに本質的なハイブリッド性を持つ存在である。このような在日日系人第二世代は、多文
化共生に内在する「日本人」と「ニューカマー外国人」というような二項対立的な視点の限
界と、人々の間に引かれる文化本質主義的な境界線の問い直しを社会に突きつける存在と
なりうるのではないか。 
本論文は、在日日系人第二世代の中でも、日系ブラジル人の若者を研究対象とし、多文化
共生をめぐる日常的実践を描き出すことによって以下の２点を明らかにする。➀地域社会
で展開される多文化共生施策は、在日日系人第二世代に対してどのような影響を与えてい
るのか。「日本人」と「異なる文化を持つニューカマー外国人」という二項対立的な前提の
うえでの多文化共生は、日本に暮らす第二世代の存在を不可視化し同化や排除を強いるも
のとして働く可能性があるのではないか。②そのような二項対立的な多文化共生言説が影
響力を持つ日本社会の中で、在日日系人第二世代はどのようにして多文化共生言説を乗り
越えようとしているのか。この2点を明らかにしながら、オルタナティブとしての多文化共
生の模索につながる視座を見出すことが本論文の最終的な目的である。 
 
分析の枠組み 
本論文で分析の枠組みとするのは、アメリカ合衆国の代表的な移民研究者の一人である
アレハンドロ・ポルテスが、アメリカの移民第二世代を対象とした大規模な調査から移民の
ホスト社会への編入のされ方として導き出した、分節同化（segmented assimilation）理論
である。分節同化理論では、➀移民第一世代の歴史、②移民の親と子の文化変容、③移民第
二世代の若者がホスト社会にうまく適応しようと試みる際に直面する文化的、経済的障害
（政府による政策・地域住民の受入れ態度）、④これらの障害に直面した際に助けとなる家
                         
2 ここでいう「ハイブリッド性」とは、本質的な「日本文化」と本質的な「出身地の文
化」の融合という意味で捉えるべきものではなく、そもそも文化とは絶えずに変化し続け
るハイブリッドなものである、という視点がある。塩原は「本質主義」と「ハイブリッド
性」を二項対立的に捉えてはいない（塩原良和 2005: 218）。 
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族やコミュニティの資源という4つの要因が重要となってくるとされる（Portes and 
Rumbaut 2001=2014: 97-100）。これらの条件の組み合わせによって移民の社会経済的な
達成は大きく左右され、さらには彼/彼女らの子どもたちの社会適応にも大きな影響を与え
るとされる。同理論では、親の世代がホスト国に同化しない一方で第二世代が急速にホスト
社会への同化を果たす場合には、第二世代はホスト国へ馴染めない両親との間で葛藤し、自
己肯定感が上手く育たず、結果としてホスト社会への編入が上手くいかないケースが多い
とされる。他方で、親が意識的に子どもにエスニック文化の基本的な価値観を伝達し、エス
ニック・コミュニティがそれを支える環境が整っている場合には、第二世代はバイリンガル
に育ち、自己のルーツに対する自尊心を確立し、ホスト社会の主流文化に完全に同化するこ
となく、選択的に文化適応をしながら社会上昇を果たしていくという。このような「選択的
文化変容」と呼ばれる文化変容をする第二世代は、教育と職業における高い達成を果たす傾
向が強く、複数の文化や言語に精通し、ホスト社会に大きく貢献する立場につながるとされ
る。本論文では、この分節同化理論に依拠して、政府の移民政策（第一章）、ホスト社会の
一般の人々の外国人住民に対する態度（第二章 、第三章）、在日日系ブラジル人の持つネ
ットワークとコミュニティ（第四章）について考察していく。このような文化変容に関する
分析視点から、日本に暮らす在日日系ブラジル人第二世代が如何にして自身のルーツやハ
イブリディティを捉えているのか、そして彼らのハイブリディティは日本社会における社
会統合としての多文化共生政策や言説によって如何に再規定・拘束されているのか、また、
それを乗り越える可能性はどのようなものであるかという点についての検討につなげたい
（第五章）。 
 
調査の方法 
本研究は7年間のフィールドワークの中で、学校観察、外国人集住地区の団地への2か月間
の住込み、団地内コミュニティ施設での観察、プロテスタント教会や世界救世教会等宗教コ
ミュニティでの観察、大使館・行政・NPO団体・宗教団体等が主催するイベントへの参加
等、あらゆる角度からの調査をもとにした研究の成果である。これらの調査の中で、多文化
共生に関わる様々な立場にいる57名への聞き取り調査や、地方自治体の議事録、第二世代が
実際に受験に使った小論文等といった質的資料を集め、それらをもとに実証的に日本にお
ける多文化共生言説の問題点を検討する。従来、分節同化や編入様式の分析には量的データ
を使った計量分析が行われてきた。しかしながら本論文では、第二世代の日本社会での編入
様式について、第二世代自身の主観や意味付けの探求に重点を置き、約7年間という歳月を
かけて詳細な質的データ収集を行うことで、計量データからはたどり着けない視点からの
分析を行うことを試みた。それが本論文の方法論的特徴ともなっている。 
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第一章：政府文書にみる多文化共生概念の展開 
第一章では、公定な多文化共生ともいうべき、政府文書にみられる多文化共生に関する記
述から、多文化共生に紐づけられる意味付けの検討を行う。日本の外国人をめぐる状況を大
きく変化させ、またその後の外国人政策の方向性を決定づけることとなった、1989年に改
正され翌90年に施行された「出入国管理及び難民認定法」による社会の変化について述べた
後、外国人の社会統合に関係すると考えられる政府の文書の内容を検討していく。具体的に
は、2000年「第二次出入国管理基本計画」、2006年3月「地域における多文化共生推進プラ
ン」、2006年4月「グローバル戦略」、2006年12月「『生活者としての外国人』に関する総合
的対応策」、2011年「日系定住外国人施策に関する基本指針」について検討を行うことによ
り、政府の多文化共生に対する姿勢の変遷を明らかにする。 
これらの政策文書の検討からは、多文化共生施策は90年以降のニューカマー急増を背景
として、日本語や日本の文化・慣習に不慣れなニューカマー外国人を想定して形作られてい
き、特に2008年以降の経済危機によって日系定住外国人が直面することとなった生活困難
が、彼/彼女らが置かれた不安定な雇用体制や日本語能力が不十分であることに帰する部分
が大きいとの認識が示されたことで、それ以降、日本語支援や生活環境改善に多文化共生施
策の重点が置かれる傾向がさらに強まっていったことが明らかとなる。こうした対応は、そ
の後、外国人住民の社会保障、居住の権利、子どもの教育を受ける権利、災害や医療等生命
にかかわる分野を中心とした情報の多言語化による安全の保障（生命の保障）等、外国人住
民への福祉の観点による多文化共生施策の発展につながっていったという側面もある。さ
らに、2000年代頃の文書の中では、外国人の人権や福祉を目的とした多文化共生と、グロ
ーバル化を背景とした経済成長や効率性を目的とした多文化共生という二つの観点が混在
しているものの、2008年の経済危機以降、デカセギとして派遣雇用や非正規雇用等不安定
な労働条件のもとで働いていた日系ブラジル人の多くが失業し生活困難に陥ったことを背
景として、社会的弱者としての外国人に対する福祉としての多文化共生の必要性、という観
点が強まっていったことも確認できる。一方、経済成長という観点での多文化共生論はその
後目立たなくなるものの、グローバル化を背景にした「グローバル人材育成」や「グローバ
ル化に適した環境づくり」として、地域社会や学校教育の中で「国際化」に関する事業とな
り、身近な施策として具現化されている。 
 
 
第二章：地域社会に浸透する多文化共生言説 
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第二章で取り上げるのは外国人が集住する愛知県豊田市にある、日系ブラジル人集住地
区として知られる保見団地の事例である。地域社会の中で多文化共生施策がどのようなも
のとして捉えられているかを明らかにするため、市議会における発言内容や団地への外国
人に対する入居制限等といった具体的事例を通して考察を行う。住民の約半数がブラジル
国籍であるという特徴のある保見団地では、地区内の２つの小学校にも多くのブラジル人
児童が在籍している。しかしながら、そのうちの一方は全児童の67％を外国籍児童が占める
という状況にあり、他方の小学校ではその割合は、17％であるという不均衡な状況がある。
このような状況をめぐる市議会における発言や住民からの要望、行政の対応等は、「多様性
の許容限度」、「日本語能力の不足と非行・犯罪の結合」、「分離教育による強制的同化」
および「パターナリズム」の４点の観点に集約されるとして、それぞれについて考察を行っ
た。そこから、地域における多文化共生言説には、外国人が問題を抱えているとすれば、そ
れは日本語能力の不足に起因するものであり、日本語教育を行うことで解決可能であると
する考え方が根強く存在することを示した。そして、日本語の支援を行うことによって外国
人に問題は生じなくなるはずであり、そうなれば日本人と外国人は「対等」という立場に立
つのであるから、同じように取り扱えば足りる、という考え方も確認できた。そのような視
点は、行政だけでなく地域住民の発言等でも見られるものであった。すべてを個人の日本語
能力によって説明し、それ以外は「対等」であるとする視点は、外国人住民が抱える構造的
問題に目を向けることを妨げてしまう。「手厚い日本語の指導」のみでは解決され得ない「学
力低下」、「生活困難」、「非行」等といった問題に対して、「区別することはよくない」
という「対等」を表明しつつも、自分の子の教育に関する事等といった切実な部分に関して
は、距離を置くことを望んだり、分離を支持したりする、という一見矛盾する意見が一人の
個人から出てくることともなる。そのような視点には、日本人の自明の優越感や、パターナ
リズム、同化主義が含まれていると結論づけた。 
 
 
第三章：支援制度から生み出されるスティグマ  
第三章では、ここまで示したような政府や行政の多文化共生をめぐる言説が、第二世代
の日本での最も身近な社会となる学校における日本語支援にいかなる影響を与えているか
を、第二世代の視点から明らかにすることを試みた。第二世代の中にも、日常会話や学習
言語としての日本語に困難を抱えているケースは少なくはないため、従来の日本語支援が
第二世代に必要な支援を提供しているという側面は大いにある。しかしながら、第一世代
の移住後、年月の経過とともにその家庭の環境は多様化しており、第二世代の置かれた状
況も多様化している。支援者の中には、そのような多様化に対応しつつ、外国につながる
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人々が抱える困難の構造的な側面に気づき、それを補うような活動が行われている事例も
見られたものの、現場で働くすべての人々が十分な知識を持っているわけではなく、その
ための研修や教育も不足している。そもそも人員不足も深刻である。そのような制度的な
欠陥と、地域における同化主義的言説や、多文化共生に内在するパターナリズムのまなざ
しが混ざり合うときに、支援は暴力性を帯び、第二世代を排除・周辺化する機能を持って
しまうこともあるということを指摘した。「言葉や文化慣習がわからない人々＝ニューカ
マー外国人」をその対象とするような多文化共生施策は、日本語の支援を最優先しがちで
あり、時には基本的な教育への権利を侵害してまで日本語の「支援」が実施されているこ
ともある。また、第二世代が抱える多様な問題を「言葉の問題」として個人の問題に帰し
て解釈し、「言葉の問題」だけでは説明できない事例を「非行」や「障がい」という別の
問題と結びつけることで、結果的に第二世代を排除・周辺化してしまうこともある。その
ような「問題の個人化」と同時に、第一章や第二章でも指摘したような多文化共生に内在
するパターナリズムが、教員と第二世代との関係性にも影響を与え、彼/彼女らが自尊心
を持つことや、自己のルーツに対する誇りを持つことを難しくさせているケースもある。
このような多文化共生に内在する問題を乗り越えるには、日本文化と異文化とが共生する
という二項対立的な視点を前提とした共生論に代わり、多様性やハイブリディティに目を
向けるという方向に転換していかなければならない。すなわち、「外国人の持つ差異」を
寛容してあげる、という方向ではなく、そもそも日本人住民というマジョリティとされる
側の中にも多様性やハイブリディティが含まれているのだということ自覚する方向へと向
かう必要がある。 
そのように考えると、日本人の祖先をもち外国で育った両親が日本で生んだ子ども、とい
うように、いわば可視的な「ハイブリディティ」を持つ日系ブラジル人第二世代は、マジョ
リティの中の多様性を体現した存在として、二項対立を崩す契機となる可能性があると考
えられるのだが、実際には彼/彼女らはそのような存在になっているとは言い難い。そこで、
第三章の後半では、日系ブラジル人第二世代のハイブリディティがなぜ無効化されてしま
うのかという点についての考察を行った。彼/彼女らの学校での経験についての語りからは、
学校という第二世代にとって最も早く出会う身近な日本社会の中に、日本における多文化
共生の問題の縮図がみられることがわかる。日本の学校文化の中で、児童生徒に対して同質
化を求める生活指導という文化と、マイノリティの多様性を尊重しようという意図を持つ
多文化共生理念が、同時に存在しようとするために、二律背反する論理を同時に成り立たせ
るためには、外国につながる子どもたちの「外国人」としての差異を強調し、彼/彼女らを
他者化することで彼/彼女らだけが特別扱いを受けることを正当化するか、あるいは、外国
につながる子どもたちの差異を完全に無視し「特別扱い」はよくないという平等観を固持し
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て、第二世代に同化を強いるという二者択一の状況に陥ってしまうのである。第二世代が他
者化されることなく、かつ同化を強いられることもない状況を実現するためには、マジョリ
ティ側の多様性やハイブリディティを認めることが本来は必要なのであるが、地毛証明を
めぐるエピソードを元にして、これまでのところその方向には進んでおらず、学校文化の中
で起こる多様性の尊重という規範と同質性を前提とした校則との矛盾は解消されないまま
であることを指摘した。 
 
 
第四章：居住地・宗教・インターネットによるコミュニティとネットワーク 
第四章では、このような社会状況の中で、第二世代が従属的な立ち位置を強いられること
なく、主体的に存在することができる場について検討を行った。居住地や宗教によるつなが
りは、従来から指摘されてきた結束型社会関係資本としての機能や、言語や文化を継承し自
尊心を持たせるための機能を持つことを指摘できる。しかしながら、地域のコミュニティは、
多文化共生理念が影響を与えるため、従属的な立ち位置から完全に離れることができる場
だとは言い切れない。また、宗教ネットワークは、地域の文脈から切り離され、マジョリテ
ィ―マイノリティ間の権力関係が生じにくいものの、その反面、日本社会との接点がほとん
どなく、閉鎖された空間となりがちである。ただし、近年信者が増え急成長しているプロテ
スタント系教会では、在日日系ブラジル人第二世代の若者たちにより、宗教コミュニティの
閉鎖性を解放しようとする動きがみられる。さらにその活動の中では、支援－被支援関係が
逆転する可能性も見られた。 
また第四章の後半では、近年著しい発展をみせている情報通信技術により可能となった
インターネットを介したコミュニケーションが、第二世代にとって、親の出身国と日本社会
との間でのつながりを強化し、自己のハイブリディティやアイデンティティを確認したり、
強化したりする意味をもっていることも指摘した。先行研究では、第二世代がポルトガル語
よりも日本語に愛着を持ち、生活に慣れ、日本での将来を想定している等、「日本人化」し
て社会編入をしたり、ブラジル文化を遠ざけようとする「自文化剥がし」を行いがちである
とされてきた。しかしながら、19 人の第二世代の若者への聞き取り調査の中では、「日本
人化」の方向性も様々であり、また、近年のインターネットによるコミュニケーションも、
エスニック・コミュニティと同じように第二世代のハイブリディティに影響を与えている
可能性が示唆された。在日日系ブラジル人第二世代の若者の中には、自らが持つネットワー
クを使って、自分のルーツとして「ブラジル文化」や「ブラジル的な価値観」という本質主
義的文化観を強めていく、あるいは新たに形成していくようにみえる事例があった。インタ
ーネットを介した様々なコミュニケーションツールの普及により、母国に行ったことのな
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い第二世代の若者も、日本社会にいながらブラジルの若者の文化を積極的に取り入れてい
る事例が見られたのである。そこから、第二世代の文化変容の様子は、単に「日本人化」し
ている、または母国の文化を維持している、というものではなく、第二世代が自ら選択的に
選び取るアイデンティティ（「移民の第二の人間像」）でもあると結論づけた。そして、そ
のようにして主体的に身に付けていく他者性は、日本社会に統合されていくことと矛盾せ
ず、同時に成り立つものである。 
 
 
第五章：「グローバル人材」言説が与える新たな立ち位置  
第五章では、近年増加している英語力を磨き上げていくことで、大学進学や大学院進学を
果たす第二世代に着目した。彼/彼女らは、英語力を向上させることに力を注ぎ、周囲から
の羨望のまなざしを受けることで自己肯定感を高めると同時に、自分自身の「ハイブリディ
ティ」を戦略的に演出している。彼/彼女らへの調査からは、小泉純一郎内閣の頃から政府
主導で強力に進められていった「グローバル人材育成」に関する諸施策が、日系ブラジル人
第二世代の自尊心に影響を与えている可能性が指摘された。そして中には、グローバル人材
育成のための戦略の１つとして設置されるスーパーグローバル大学への入学を果たす等、
自らのハイブリディティを戦略的に利用しながら社会上昇を果たそうとする若者もいるこ
とが明らかになった。コミュニケーションのための英語を重視する教育カリキュラムや、
AO入試を代表とする受験制度の拡充によって、「日本文化を理解し、異文化にも精通して
英語を話すグローバル人材」として自らの日系人としてのハイブリディティを演出するこ
とで、スーパーグローバル大学に認定されているような大学へ入学していく第二世代が見
られたのである。 
ただし、大学進学と社会上昇が自明のものとして結び付けて語られる在日日系ブラジル
人コミュニティの中では、Ｆランクといわれる大学に進学していく第二世代の方が大多数
である。その多くは大学の授業料のために数百万円の奨学金を借りているにもかかわらず、
大学を卒業した後の就職先は、親の世代とあまり大きな差がないというケースもある。結局
のところ、グローバル戦略や少子化による大学の学生不足といった日本側の経済的事情に
振り回され、ここでも使い勝手のよい「人材」としてしか見られないという現実があるとい
う側面も無視はできないのである。 
経済成長や効率性を重視するような政策から派生したグローバル人材育成に関する施策
は、大学進学を望む第二世代を公的制度として支援するという性質のものではなく、あく
まで経済成長のための戦略の 1 つであり、個人の努力や自己責任論を前提としている。そ
のためグローバル人材の言説を利用して社会上昇を果たそうとする第二世代に着目するこ
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とは、その他の社会上昇することができない第二世代の人々を、「努力が足りない」、
「親の意識が低い」等として自己責任の論理によって説明してしまうことで、彼らが抱え
る構造的な問題や社会の責任を見えなくさせることにもつながりかねない。しかしなが
ら、それでもなお、本論文があえてグローバル人材の言説によって社会上昇を果たそうと
するブラジル人第二世代がいることに着目したのは、そのような若者による語りを考察す
ることにより、本論文の前半で指摘したような様々な欠点を乗り越えて多文化共生を再構
築する鍵が見えてくると考えたからである。社会上昇を果たす第二世代の語りからは、英
語というツールを通して自己のアイデンティティをスティグマ化された「ニッケイ」から
「多文化に精通したグローバルな人材」へ変容させていき、従属的な立場からの脱却を可
能としていった様子が読み取れる。これらの語りからは、第二世代の自己のルーツに対す
る誇りを制度として支えること、その制度は、政府が方針を方向付け、それを国・地方両
方の制度が強力に支えて進めていくことが重要であることが示された。 
 
 
終章 
本論文が明らかにしたこと 
このように本論文は、ブラジル人集住地におけるフィールド調査や、日系ブラジル人第二
世代への聞き取り調査をもとに、オルタナティブとしての多文化共生のあり方の検討につ
なげることを目的としてきた。本論文の学術的貢献は以下のようにまとめられる。 
第一に、日本における社会統合理念としての多文化共生理念を、豊富な質的データによっ
て多角的に分析・考察を行った。そして従来から指摘されてきたパターナリズムや同化主義
という多文化共生理念に内在する問題性を実証的に確認し、それが地域社会や学校内で第
二世代に対してどのような影響を与えているのかという点について、19名の第二世代への
聞き取り調査から詳細に示した。さらにそこから、教育達成を果たす第二世代への調査から
示されたグローバル人材の言説の戦略的利用という観点からは、従属的な立場からではな
く、自己のルーツをポジティブに変換することが可能な制度によって、移民第二世代の主体
的な社会編入が可能となるということを示し、オルタナティブとしての多文化共生の検討
に向けて新たな視座を提供することができた。 
第二に、在日日系ブラジル人第二世代が形成するネットワークやコミュニティの様子か
ら、彼/彼女らが日本社会で作り上げるアイデンティティを明らかにした。従来の研究では、
彼/彼女らの日本社会の中でのアイデンティティは、「日本人化」「自文化剥がし」または、
ゲットーの中での「ブラジル文化の維持＝同化しない」等されてきた。しかしながら、本論
文では、移民第二世代が、インターネットを通した日常的なバーチャルネットワークの中で、
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主体的に選択してブラジル文化を身に付けていく様子を明らかにし、たとえ表面的にはそ
う見えるとしても、第二世代は「日本人化」しているわけでも単に親から継承した「ブラジ
ル文化を維持」しているわけでもないということを示した。第二世代は、様々なネットワー
クから、自ら選択的に自己の人間像を形成していることを明らかにした。さらに、バーチャ
ルなネットワークは生活空間における社会関係にも容易に転換していくものの、第二世代
は、そのようなブラジルとのつながりや、主体的に選択して身に付けていくブラジルの文化
を、日本社会への統合や適応と同時に矛盾なく両立させることもできることを示した。この
ようにして、日本社会に暮らす日系ブラジル人第二世代のアイデンティティ形成の様子を
提示できた点を、本論文が移民研究に対して持つ意義としてあげることができる。 
 
本論文の限界と今後の課題 
本研究は、中心的な調査を全国最大規模のブラジル人集住地となっている保見団地とい
う限られた場所で行っている。調査地を絞ったことで、地域における詳細な調査が可能とな
った反面、保見団地以外の地域について広く触れられなかったという側面もある。日本の場
合、外国人集住地よりも、非集住地の方が多く、そうした地域では、そもそも多文化共生施
策がほとんど実施されていなかったり、あったとしても限定的であるというケースも多い。
そのような非集住地の事情についてはほとんど触れることができなかった点が本論文の限
界としてあげられる。 
次に、序章でも述べたとおり、本論文の聞き取り調査では、日本語教室や学習教室等の支
援団体のつてを頼ることをせず、機縁法により調査協力者を選出した。そのため、調査者と
非調査者の関係性の中から可能な限り支援―被支援関係等の権力関係を排除できた一方で、
調査協力者の属性に偏りが出たことも記しておきたい。 
また、本研究では第二世代の主体的なネットワークやコミュニティとして、宗教ネットワ
ークやインターネットコミュニティの重要性については指摘したものの、それが如何にし
てマジョリティたる日本人側を変容させる契機となり得るのかという点までは調査が及ば
なかった。この点については、引き続き調査を進めていきたい。 
2019年4月から、入管法の改正に伴う外国人労働者のさらなる受け入れを控え、日本社会
はさらに多様化していくことが必至である。多様性を基調とする社会を作るための仕組み
づくりが今後さらに求められるのであり、本論文が示した知見が今後の多文化共生の議論
の発展に持つ意義は大きい。 
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